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独占的競争貿易理論の新展開

菊 地 徹

近 年,企 業 べ 一ス ・プ ラ ン トペ ースの マ イク ロデー タ に基づ いた実証 研究 の蓄積

も手伝 って,従 来 か らの独 占的競 争 貿易 モデル の問題 点 を克服 す る理論分 析 が数多

く提 出 され てい る。特 に,企 業 間の生 産性 格差 を強 調 した一連 の研 究(`theheter-

ogeneous・firmliterature')に よ って,貿 易 自由化 が もた らす産 業内 資源再 配分 効果

が明示 的 に描写 され る ようにな った。 本稿 で は,新 貿易理 論 にお いて中心 的役割 を

果 た して きた クル グマ ンの1生 産要 素独 占的 競争 モ デル(Krugman,1980),な ちび

に最 近 の重 要 な貢 献 で あ るメ リッツの研 究(Melitz,2003)の 紹介 を通 じて近年 の独

占的競 争貿 易理論 の展 開 を辿 る。

キーワー ド 独占的競争,企 業間生産性格差,産 業内資源配分効果

`Wehaveneglected
,toalargeextent,within・industryheterogeneity,suchasthe

sizedisthbutionoffirms....Iwouldliketoseemoreworkontheroleofheterogeneity'

1)(

ElhananHelpman)

1は じ め に

貿易 自由化は一国の産業構造や企業のパフォーマンスにどのような影響 を与えるのであろ

うか?完 全競争 ・収穫一定技術に基づ く伝統的な貿易モデルは 「比較劣位産業から比較優

位産業への資源のシフ ト」といった大 まかな答えを提供するのみで,企 業そのものの存在は

生産関数に隠されて曖昧に取 り扱われてきた。ヘルプマンやクルグマンらに代表 される新貿

易理論(NewTradeTheory)の 研究(特 に独占的競争貿易理論)は,規 模の経済 と不完全

競争 を導入 した理論モデルを構築することを通 じて,各 企業の規模(生 産量)を 陽表的に取
2}

り扱 うことを可能に した。

しか し,デ ィキシッ ト=ス ティグリッツ型効用関数に基づいた独占的競争貿易モデルにお

いては,対 称性(Symmetry)と 大数性(LargeNumbers)の 仮定が中心的な役割を果たし

てお り,一 つの産業を構成する企業群 はすべて同 じ生産技術を持 ち,同 質的な需要条件に直
3)

面 し,同 一の均衡生産量 を達成する。また非常に多数の企業が存在するため企業間の戦略的

相互依存関係 も捨象されている。 これらの特徴のため,貿 易 自由化 に対 してすべての企業が
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同 じ反応(例 えば輸出の増加)を 示す,と いう結論につながってきた。こうしたモデルにお
4)

いては,生 産性改善 は個々の企業の規模の経済性の発揮 を通 じた もののみだった。さらに

CES型 効用関数に基づいたモデル 〈Krugman,1980;DixitandNo㎜an,1980)に おいては

需要条件の変化が各企業の均衡生産量に影響を与えないという極端な結論が得られていた。

これらの例に限らず,同 一産業内における企業間生産性格差や輸出企業 と非輸出企業の混在

の問題 は,独 占的競争モデルにおいてこれまで軽視されてきたといえる。

生産性格差や輸 出 ・非輸 出企業の混在の問題はどの程度重要なのであろうか?Bemard

etal.(2003,pp.1270-1272)は アメ リカのプラントレベルデータを用いて以下のような興味
5)

深い事実を指摘 している。

1.同 一産業内において,輸 出を行うプラン トはマイナーな存在である。センサスに取 り

上げられた20万 のプラントのうち,1992年 に実際に輸出を行っているプ ラントは僅か

21パ ーセ ントである。

2.輸 出を行 うプラン トも,そ の生産物の大部分 を国内市場に供給 している。輸出を行 う

プ ラン トの約2/3は その生産の10パ ーセ ント以下のみを輸出 している。逆に,5パ ー

セント以下の輸出プラン トは生産の50パ ーセン ト以上 を輸出 している。

3.プ ラン ト間の生産性格差は非常に大 きい。また,輸 出プ ラントの生産性の分布は非輸
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出プラントのそれに くらべ右側にシフ トしたもの となっている(図1参 照)。

これらの指摘は,同 質的企業群の仮定自体 を見直す必要性 を示すものと考えられ る。

また,貿 易 自由化 に対す る反応 についても近年数多 くの実証研究が提出されている。Head

mdRies(1999)は,1989年 に締結 された米加 自由貿易協定(Canada・USFreeTrade

Kgreement)に よるカナダの関税率引き下げがカナダ企業の規模 を低下させた反面,ア メ リ

ウの関税引 き下げがカナダ企業の規模を拡大 させたことを示 した。また彼 らは,ア メリカ側

つ関税引き下げによって大 きな規模の拡大 を達成 したのが,も ともと生産性の高い企業であ

ったことも示 している。同様に,貿 易自由化 によって,生 産性の低 い企業が生産量縮小や退

出を余儀な くされる反面,よ り生産的な企業が市場シェアを増加させることを通 じて一国全
6)

本としての生産性が上昇する,と いう実証結果 も報告 されている。企業間における市場シェ

アの リシャッフル(市 場シェア再配分効果)は,た とえ個別企業によって規模の経済が達成

されな くて も(あ るいは生産技術が収穫i一定の ものであっても),市 場全体 として生産性が改

聾する可能性を示 したものであるが,こ れ までの独 占的競争貿易モデルにおける 「同質的な

企業群」の仮定 を維持する限 り,こ うした利益 をうまく描写することはできない。

近年,企 業ペース ・プ ラン トベースのマイクロデータに基づいた実証研究の蓄積 も手伝 っ

～ クルグマ ンモデルの問題点を克服する理論分析が数多 く提出されている.特1・,蝶 間

の生 産 性 格 差 を 強調 した 一 連 の 研 究(`theheterogeneous-firmliterature')に よ って,貿 易 自
　ラ

封化 が もた らす 産 業 内資 源再 配 分 効果 が 明示 的 に描 写 され る よ う にな っ た。

本 稿 で は,新 貿易 理論 に お い て 中 心 的 役 割 を果 た して きた ク ル グ マ ンの1生 産 要 素 独 占的

鏡争 モ デル(Krugman,1980),な らび に最 近 の 重 要 な貢 献 で あ るメ リッ ツ の研 究(Melitz,
　ラ

IOO3)の 紹 介 を通 じて,近 年 の 独 占的 競 争 貿 易 理 論 の 展 開 を辿 りた い。 以 下,第2節 にお い

てクル グマ ンモ デル を紹 介 す る。 続 く第3節 で は クル グマ ンモ デル の 問 題 点 を簡 単 に指 摘 す

る。 第4節 で メ リッ ツモ デ ル を紹 介 す る。 第5節 で 結 論 を述 べ る。

2ク ルグマンモデル

本節ではクルグマンモデル(Krugman,1980>を 整理する。最初に閉鎖経済 を取 り上げる。

この経済においては単一の生産要素(労 働)に よって差別化製品が生産されるものとする。

芳働賦存量をLで 表す。代表的消費者の選好は以下の効用関数で示 される。

σ一[∫
。。Ωx(・)θ伽r'配 ・…1

(1)

こ こで,x(ω)は 各 バ ラエ テ ィの 消 費 量,σ ≡1/(1一 θ)は 異 な るバ ラエ テ ィ間 の代 替 弾 力 性 を

示す 。 効 用 最 大 化 問題 を解 くこ とに よ っ て,各 バ ラエ テ ィに対 す る需 要 関 数 が 以 下 の よ う に

求め られ る。
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・(・)一(響 膀

P'一σ一∫
..。P(・)1'・dte

(2)

(3)

ここで,p(ω)は 各バラエティの価格,Eは 総支出額,Pは 差別化製品全体 としての価格指数

である。Pは1単 位の効用を得るための最小支出額 を示 してお り,Uと 双対関係にある。

続いて供給サイ ドに移ろう。各バラエティの生産にあたって労働ではかって α単位の固定

費用 と1/q単 位の限界費用がかかるもの とする。ここでqが 労働生産性を示 している。すべ

ての企業が同質的な生産技術を持っているのがクルグマンモデルのキーポイン トである(特

徴1)。 賃金率をニュメレール とした場合,各 企業のプライシング ・ルールは

1
P=砺(4)

とな り,マ ー ク ア ップ は 競 争 状 態 に 関 わ らず 常 に一 定 とな る(特 徴2)。 各 企 業 の収 入,利 潤

を そ れ ぞ れrと πで 示 す と,次 式 を得 る。

r=E(Pθ9)a-1,(5)

π=ヱ=__α(6)
σ

M社 の 企 業 が 対 称 的 な プ ライ シ ン グ を行 う場 合 に は,(3),(4)よ りPe-1=M-i(θq)「 一σと

な る。 この 結 果 を(5)に 代 入 した う えで ゼ ロ利 潤 条件 π=0を 解 く と

x=αq(σ 一1),(7)

M=L/(α σ)(8)

を得 る。 こ こで,ゼ ロ利 潤 生 産 量 が 常 に 一 定 で あ って(特 徴3),均 衡 バ ラ エ テ ィ数 が 労働 賦

存 量Lに 比例 して 変化 す る こ とに注 意 が 必 要 で あ る。x=EPσ 一1(θq)σを(1)に 代 入 す る こ と

に よ って,経 済 全 体 と して の 厚 生 水 準 は

σ一[∫
。.ΩX(・)ed・]1'e・ …M11('-a'(…)(・)

10)
となる。

クルグマンモデルにおいては,貿 易自由化(あ るいは経済統合)は 労働賦存量乙の上昇 と

して取 り扱うことができる。貿易(五 の増加)は 一人当たり厚生水準を増加 させ るが,そ れは
11)

すべてバ ラエティ数の増加を通 じたものである(特 徴4)。 より多 くの製品バラエティに直面

した消費者は個 々の製品の購入量を減 らすが,CES型 効用関数の仮定によリ,需 要の価格弾

力性は影響 を受けない。また,す べての企業は対称的に取 り扱われているので,貿 易自由化

によってすべての企業が輸出する(特 徴5)。 すなわち,輸 出企業 と非輸 出企業との区別が

ない。
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3ク ルグマンモデルの問題点

クルグマンモデルは,比 較優位に基づかない貿易の発生を説明できる扱い易いモデルとし

て1980年 代以降幅広 い支持 を得た。 しか し同時に,各 企業の設定する価格ならびに生産量が

不変で,貿 易の効果がバラエティ数の変化のみによって説明され るというモデルの特徴が非

現実的であることも明白であった。プ ライシング ・ルール とゼロ利潤生産量とが一定 となる

のは,CES型 効用関数と非常に多種の製品が存在するという仮定により需要の価格弾力性が

一定値 σをとるためである。 よって,よ り一般的な分離可能型の効用関数

び一∫
。。Ω・(掃 如 ・α が ・・

を仮定すると,可 変的な弾力性 を得る。この場合,需 要の価格弾力性 ε≡一〃γ(〃θκ)は 〃関数

の曲率に反比例する。Krugnan(1979,pp.470-471)はdε/dUの 符号が市場需要の拡大に対

する各企業の反応を決め るとして,マ イナスと仮定 した。この設定の下では,貿 易開始後に多

種の製品を購入 しようと消費者が個 々の製品の消費量 を減 らす と,需 要が弾力的にな ワマー

クアップ も低下する。競争の激化によって幾つかの企業は退出を余儀な くされ る一方で,残 っ

た企業の生産量は拡大する。 よって,産 業内の特化の進展による生産性改善を描写すること
12)

ができる。 こうしたメ リットにも関わ らず,こ のタイプの効用関数はその後の応用研究にお

いてあまり用いられず,ホ モセティック性 を持 ったCES型 関数が一般的に使用 されてきた。

CES型 効用関数を仮定 したまま可変生産量 を求めようとする試み も幾つかある。一つは,
13)

代替弾力性 を表すパ ラメター σ自体 を製品数の増加関数 と仮定する方法,も う一つは2生 産

要素の下で固定投入と可変投入の間の要素集約度が異なるノンホモセテ ィックな生産関数を
14)

仮定する方法である。特に後者では,要 素価格に対する一般均衡効果 を通 じて企業規模が調

整 されるという状況が描写されるという利点があった。 しか しこれらの試みが幅広い支持 を

得たとは言い難い。

CES型 効用関数に基づいたクルグマンモデルは,対 称性の仮定によって トラクタビリティ

の良 さを得たが,そ れは同時に貿易 自由化の影響に関する説明力の欠如 というコス トを伴 っ
15}

ていた。言い換えると,「製品の差別化」が強調される一方で 「企業の差別化」の問題は捨象

されてきたのである。

4メ リ ッ ツモ デ ル

前 節 に お い て 整 理 した よ うに,ク ル グマ ンモ デ ル は扱 いや す い反 面 多 くの 問題 を抱 え て お
16)

り,そ う した 問 題 点 を 克 服 す る よ うな モ デ ル の 構 築 が 試 み られ て きた 。Melitz(2003)や

Bernardetal.(2003)等 の最 近 の研 究 は,生 産 性 が 確 率 分 布 に従 う もの とす る こ とに よっ て,
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これ らの問題点を回避する理論モデルの構築に成功 した。本節では,ク ルグマンモデル と同

様の独占的競争市場構造を仮定 したメリッツモデルを紹介する。メ リッツモデルでは 「参加

費(市 場参入 コス ト)を 払って くじを引 く」形で生産性(限 界費用)が 決定される。このモ

デルは動学的なフレームワークに基づいた独 占的競争モデルであるが,定 常均衡 を取 り扱う

限 りにおいては静学的なクルグマンモデルに対応させて議論 を進めることができる。

4.1閉 鎖経済

需要サイ ドに関 しては,メ リッツモデルはクルグマ ンモデルの仮定をそのまま採用 してい

る。メ リッツモデルにおける最 も重要な仮定は,「(限 界費用が企業間で異なっており)潜 在

的生産者 は自己が どれだけの生産性 ψを達成で きるのかについての不確実性に直面 してい

る」 というものである。 さらに,生 産固定費 ぼの他に 「参入に際 して回収できない固定的な
17)

投資費用(α 、)がかかる」という仮定 も重要である。この投資費用を支払 って市場 に参入 した

後 に,外 生的な確率分布 に従って企業の生産性が確定する。 これ らの仮定より,以 下の2つ

の条件が均衡決定に際 して重要な役割を果たす。

1.参 入に際 して,潜 在的生産者にとっての期待利潤がサ ンクコス トaeに 等 しくなる(自

由参入条件)。

2.参 入 して生産性が確定 した後に,生 産 を行う企業の中で最 も効率性の低い企業(カ ッ

トオフ企業 と呼ぷ)は 各期毎に固定費aを カバーしてゼロ利潤を達成 していなければ

ならない(ゼ ロカッ トオフ利潤条件)。

以下では,こ れらの2条 件から均衡カッ トオフ企業を求めてい く。

第2節 で出てきた生産性パラメータqが 密度関数g(φ),分 布関数G(¢)確 率分布に従 っ

ているもの とす る。この とき,各 企業の総費用関数,プ ライシング ・ルール,利 潤は次のよ

うになる。

Tα ψ).。+廻,
ψ

1
P(ψ)=bi5・

E(Pθ ¢)σ一1
r(ψ)=

σ

E(Pθep)a-1

σ

(10)

(11)

π(ψ)= 一 α

生産性が高ければそれだけ低い価格 を設定できるため,よ り多 くの販売 によって高利潤 を得

ることができる。

生産性qが 確定 した後,各 企業は費用関数(10)の 下で生産活動を開始するか,退 出するか
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を決定す る。また,生 産活動 を開始 したとして も,各期毎に確率 δで発生する外生的ショック

に直面 した場合には退出を余儀な くされるもの とする。

以上の条件の下で,生 産性 ψの企業にとっての利潤の現在価値は

v(・)・m・ ・[q
,塁(1-・}"・ π(・)]-m・x[・,π 撃)](12)

18)
となる。その水準以下の生産性が実現 してしまった場合には退出せ ざるを得ない,と いう最

低限の生産性水準 ゲ が存在する。すなわち ψ〉ゲ となった企業のみが生産を行 うのである。

以下,こ の水準 φ霧をカ ットオフ水準,z(ψ り=0を ゼロカ ットオフ利潤条件と呼ぶことにす

る。

続 いて産業全体 としての均衡条件を考えてみ よう。以下,ウ エイ ト付けされた平均生産性

を定義す ると

φ一[∫1…'1μ(・)d・ ・]1'(a-1)(13)

ここで,μ(ψ)は 実際に市場で生産 を行っている企業のウエイ トである。これは以下の形にな

る。

φ(ep*)一[1 一ま(。魂 ゲ1・(・)d・・]'/`a'n(14)

(14)よ り,平均生産性 φはカ ットオフ生産性 〆 によって一意的に決定され る。この平均生産

性 φを用いて平均利潤 πミπ(φ)が求め られる。

…(φ)一 禦 一α一(響rl7(弩 つ一・

=a((φ夢)rL1)(15)

これがゼ ロカ ッ トオフ利潤条件 である。導 出に際 してカ ッ トオ フ企業のゼ ロ利潤条件

((r(q')/σ)-a=0)が 用いられている。

次に,産 業全体の均衡条件 として自由参入条件を求めよう。潜在的生産者にとっての利潤

の割引現在価値が参入に際 してのサンクコス トα,に等 しくなることか ら次式が成立する。

∫lv@)・(・)⑳ 一α,

上 式 を整 理 す るこ と に よ っ て

一 δαρ(16)
π富

1-G(¢*》

を得 る。 ゼ ロ カ ッ トオ フ利 潤 条 件(15)と 自由 参 入 条 件(16)に よ っ て平 均 利 潤 π とカ ッ トオ フ
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生産性 ψ*が決定される。縦軸にπ,横 軸にψをとった図2は この関係 を示 している。自由参

入条件 を表す朋 曲線は右上が りの関係 として示 される。参入コス トを一定として,平 均利

潤 元が大 きくなればそれだけ市場で成功する確率が減少する。このため,そ れに対応するだ

け均衡カ ットオフ生産性が上昇 しなければならないからである。

平均生産性 φの下で,価 格指数はP1一 σ=M(θ φ)σ一1となり,平 均利潤は

_E
π8砺 一α

となる。支出が所得に等 しいことからバラエテ ィ数〃 は

乙M=(17)
σ(元+α)

となる。経済全体 としての厚生水準 は

σ一[∫
。。Ωx(・ 祠1ノ θ一LM1!・-a・(・di) (18)

と な る。(18)は クル グ マ ンモ デ ル に お け る(9)式 に 対 応 して い る。 メ リッ ツ モデ ル は,生 産

性 格 差 を導 入 しなが ら もク ル グ マ ン モ デ ル との 対 応 関 係 を保 持 して い る。

4.2開 放経済

以上で閉鎖経済均衡について記述 した。 ここで,ク ルグマンモデル同様,コ ス トなしで貿

易が自由化された場合,貿 易は労働賦存量の増加 として取 り扱われ,す べての企業が輸出を
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開 始 す るこ と に な る。こ う した 問題 を回 避 す るた め,Melitz(2003)に お い て は(1)氷 山 型 の 従

量 的 な輸 送eet(1単 位 の 製 品 を届 け る ため にt単 位 発 送 しな け れ ば な らな い 〉と②(サ ン ク)

輸 出 固 定 費 αexと い う2種 類 の 貿 易 費 用 が仮 定 され て い る。tVexに つ い て は,生 産 性qが 確 定

した 後 に支 払 う もの とす る。

こ こで,前 項 で記 述 され た 閉鎖 経 済 が 同 じ規 模 を持 つ π国 と貿易 可 能 に な った もの と し よ

う。 こ の と き,国 内 市 場 と(特 定 の)輸 出 国 か ら得 られ る収 入 は

rd(9)=E(peq)σ 一1,

rx(ψ)一τE㈹ ψ)σ　Lτ7d(ψ),

τ≡tl一σ≦1

とな る。 対 称 性 の 仮 定 に よ り要 素 価 格 均 等 化 が 成 立 し,国 内市 場 と各 輸 出 市 場 に お け る総 支

出Eと 価 格 指 数Pが 等 し くな っ て い る。 また,パ ラ メ ー タ τは輸 出 市場 の相 対 的 重 要 性 を は
19)

か る ウエ イ トと して 解 釈 で き る。 そ れ ぞ れ の 市 場 か ら得 られ る利 潤 は

πd(9)=

πエ(ψ)=

E(veg)σ'1
一 α

,
σ

認 脚 ψ)… 一α
∫σ

(19)

(20)

とな る。 こ こ で 偽=δ α孤で あ る。

開放 経 済 に おい て は`domesticsurvival'と`exportcutoffと い う二 つ の カ ッ トオ フ ポ イ

ン トが生 まれ る。

ψ*=inf【q》v(ψ)>Ol

ψ董=・inf[ψ ψ≧ψ*andπ ■@)>0】

こ こ で 注 意 が 必 要 な の は,ψ ≧ げ の 生 産 性 を実 現 した企 業 が 市場 に 残 る一 方 で ψ≧㊧ を 実
20)

現 した企 業 は輸 出 活 動 も行 う と い う点 で あ る。(19),(20)式 よ り利 潤 は 実 現 した 生 産 性 パ ラ
21)

メ ー タ ψσ,1に 比 例 す る。図3は この 関係 を示 した もの で あ る。切 片 は それ ぞ れ α,axに 対 応

して い る。

従 量輸 送 費'が か か るた め,輸 出 に よっ て得 られ る利 潤 は 割 り引 か れ た もの に な る。 ψ。>
22}

げ は(αノτ)〉αである限 り発生す る。輸出固定費がかか らない下での利潤が図中において

点線EX'で 示 されているが,こ の場合には輸 出企業 と非輸出企業への分化(separation)は 生

じない。 これより,輸 出市場への参入費用の存在が重要な役割 を果た していることがわかる。
23)

輸出企業 と非輸出企業への分化は,多 くの実証研究において指摘 されていた点であったが,
24)

Melitz(2003)に おいては2種 類の輸送費についての仮定からこの状況を描 き出 している。

国内におけるカ ットオフ水準 と輸出企業のカットオフ水準について,以 下の関係が成立す

る。
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ψ歪一砂*'㈲11@-1'

均 衡 に お け る生 産 性 の 分 布 は μ(ψ)で 与 え られ るが,国 内企 業 が さ ら に輸 出可 能 とな る確 率

はp。=[1-G(ψ 寛)]/[1-G(ψ 串)]と な る。

国 内 で 生 産 す る企 業 の 平 均 生 産 性 φ と輸 出 企 業 の 平 均 生 産 性 φ.は 閉 鎖 経 済 の 時 と同様

に,カ ッ トオ フ水 準 の 関 数 φ(ψつ,φ 。(ψρ と して 求 め られ る。 これ ら を用 い る と,貿 易 均 衡

に お け る生 産 性 の加 重 平 均 は以 下 の よ う に な る。

φ,魯【(1耀,)鰯 φo-1)+πMノ 曽σφ要一1)】1!(σ`1)(21)

こ こ で,〃 が 国 内企 業 数,翻 ゐ が輸 入 企 業 数 を意 味 し,〃,=〃+η 〃 、とな る。

以 上 の条 件 を用 い て,開 放 経 済 下 のゼ ロカ ッ トオ フ利 潤 条 件 が以 下 の よ うに 求 め られ る。

元=πd(φ)+Pxnπ ヱ(flx)

==・((φ夢)r1-1)・P ・nae((舞 監;lr'-1)(22)

一 方
,自 由参 入 条 件 は閉 鎖 経 済 下 と変 わ らな い 。

一 δαe(
23)π=

1-G(¢*)

ゼ ロカ ッ トオ フ利 潤 条 件(22)と 自由 参 入 条 件(23)に よ っ て 元 と ψfが 決 定 され る。図2は この
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関係 を示 したものである。均衡における平均収入は

・・∫lr(・)・(・ ・)⑳ 一σ(・…+P。nax)

均衡企業数は

L(24)M
==

σ(元+α+ρ.π α.)

とな る。

閉 鎖 経 済 定 常均 衡 と開 放 経 済 定 常均 衡 を比 べ る こ とに よ っ て,貿 易 自 由化 の イ ンパ ク トを

検 討 しよ う。 図2か ら も明 らか な よ うに,貿 易 開 始 に よっ て ゼ ロ カ ッ トオ フ利 潤 条 件 を表 す

ZCP曲 線 が 上 方 に シ フ トす る。 この 結 果,g">q:な らび に φ 〉φ。とな る。生 産 性 が ¢:か ら

25)
ψ亭に位置する企業は,貿 易自由化によって退出を余儀なくされる。

命題1(Melitz2003)1各 国が閉鎖経済状態から開放経済状態に移行 したときに,カ ット

オフ水準は上昇 し,産 業全体 としての生産性 も上昇する。

メ リッツモデルの含意 として重要なのは,生 産性の低い企業の退出が外国企業 との輸入競

争激化ではなく,国 内要素市場における競争の激化によって引 き起こされているという点で
26)

ある。以下,こ の点について くわ しく説明する。

外国市場への参入に伴 う固定費(輸 出固定費)が かかる場合,貿 易 自由化 は,こ の固定費
27》

をカバーできる生産性をもった企業にのみ新たな利潤機会を提供することになる。生産性の

高い企業にとっては(た とえ輸出固定費を払ってで も)増 産をするインセンティブが生 じる。

この結果実質賃金が上昇 し,閉 鎖経済下においてゼロ利潤を達成 していたカッ トオフ企業 ψ。

な らびにその周辺の企業は退出を余儀な くされるのである。また,市 場に残 った(生 産性が

ψ率より高い)企 業の間でも,輸 出企業 と非輸出企業への分化が生 じる。すなわち,生 産性の

低い企業が生産 を縮小 させる一方で,高 生産性企業は増産をはかるのである。以上のような

市場選択効果を通 じて,よ り生産性の高い企業が市場シェアを拡大 し,一 国全体 としての生

産性が貿易自由化によって上昇することになる。こうした生産性の改善は,同 一の生産技術

を仮定 したクルグマンモデルにおいては描写できなかった点であ り,メ リッツモデルの重要

な貢献 となっている。

5お わ り に

本 稿 で は,対 称 的 ・同 質 的 な 生 産 技 術 に基 づ い た クル グ マ ンモ デ ル(Krugman,1980)と,

輸 出 固 定 費 ・企 業 間生 産性 格 差 を導 入 した メ リッ ツ モデ ル(Melitz,2003)を 中 心 に 独 占的 競
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争貿易理論の近年の展開を辿 った。生産性格差の導入によって,貿 易 自由化が市場 シェア再

配分を通 じた生産性改善 をもた らすことが明らかになった。メ リッツの研究は,こ れまでク

ルグマンモデルが抱えていた問題点を解決するもの として,幅 広 く受け入れられてお り,こ

の流れに沿った応用研究が多数提出されつつある。例えば,輸 出 と海外直接投資の間の選択

問題(Helpman,MelitzandYeaple,2004),2国2財2生 産要素のヘクシャー=オ リーン流

のフレームワークでの貿易パターン決定(Bemard,ReddingandSchott,2006),オ ープンマ

クロモデルへの接合(GhironiandMelitz,2005)な どがある。

ただ し,メ リッッのフレームワークはデ ィキシッ ト=ス テ ィグリッツ型効用関数を前提 と

してお り,固 定マークアップや戦略的相互依存関係の問題はそのまま残っている。メ リッツ
28)

自身が述べているように,こ のモデルはあくまでも貿易 自由化が生産性に与える効果の一つ

のチャネルを強調 した ものになっていることに注意が必要である。また,市 場シェア再配分

効果 をみるために必ず独占的競争モデルが必要でないことも強調 してお きたい。ラヒリ=小

野の非対称技術寡 占モデル分析(LahiriandOno,2004)は,高 費用企業か ら低費用企業への

市場シェアの振 り替えを扱っている。彼 らの分析手法 を用いて貿易自由化の効果を検討する

ことも重要 な課題かと思われる。 もう1点 注意が必要なのは,メ リッッモデルがあ くまでも

クルグマンモデルの一部分のみを変更 した ものであって,他 の大部分では,ク ルグマン流の

簡略化の仮定が多用 されている事である。特 に,同 一規模の経済が多数存在するという仮定

によって,要 素価格差の問題を回避 し,分 析の複雑化 を避けている。この点を変更 し,国 家
29)間

の規模格差や技術格差 を導入すると,モ デル分析の見通 しは極端に悪 くなる。その意味に

おいて,メ リッッモデルは非常にうまく構築されているとも言える。

現在進行中の実証研究は,メ リッツ流の市場選択効果が必ず しも強 く働いていないことを
3ω

示 している。 この点からも,今 後は市場選択効果のみならず輸入競争効果をも含んだモデル

の開発が望 まれる。例 えば,MelitzandOttaviano(2003)は 準線型効用関数に基づいた非対

称企業モデルを構築 して財市場における競争促進効果 を強調 している。 また,近 年ニアリー

が提唱 している一般寡占均衡(GeneralOligopolisticEquilibrium;GOLE)の 理論 も戦略的
31)

相互依存関係問題の解消を狙った ものとして興味深 い。いずれにしても,今 後の貿易理論モ

デル分析は,メ リッツモデルに代表 される`fi㎜heterogeneity'の 導入を軸に,多 様なモデル

が提示 されつつ進んでいくと考えられる。

注
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た。 また,図 表 の作 成 につ い て は 斎 賀陽 子 助 手 に御 協 力頂 い た。 こ こ に記 して 感 謝 した い。
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(2003,p.・1709)やHelpman,MelitzandYeaple(2004,p.302)で は この条件 が仮 定 されて い る

23)第1節 で紹 介 したBernardetaL(2003)を 参照 。

24)Melitz(2003)以 前 の幾 つか の独 占的競争 モ デル分析 にお いて も,輸 出企 業 と非輸 出企 業の分

化 は説 明 されて いた。輸 出 に際 してコ ミュニケ ー シ ョン費用 と しての固 定費用 が かか る と仮定 し

たHarris(1995)で は,(た とえ従量輸 送費 が な くて も)国 内企業 と輸 出企 業へ の分化 が起 きるこ

とを説 明 してい る。 また,SchmittandYu(2001)は 従 量輸 送 費 と企 業毎 に異 な る輸 出 固定費 と

を仮 定 して同様 の状 況 を描 写 してい る。

25)Bemard,ReddingandSchott(2006,Proposition4)は2国2財2生 産 要素 の枠組 み にお いて

同様 の結 果 を導 いて い る。

26)各 企 業 のマ ー クア ップ 率 は一 定 であ る。Melitz(2003,pp.1715-1716)参 照。Bernardetal .

(2003)は ベル トラ ン競 争寡 占モ デル を用い て,マ ー一クア ップ低 下 を通 じた生 産性 改 善 を描 写 して

いる。

27)輸 出 固定費 の ない クル グ マ ンモデル にお いてすべ て の企 業 に対 して利 潤機 会 が提供 されてい た

こ とを想起 され たい(特 徴5)。

28)Melitz(2003,p,1716)

29)Falvey,GreenawayandYu(2004)

30)Tybout(2003,p.396>

31)例 え ばNeary(2002)を 参照 され た い。
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